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こまもろうシステムマニュアルについて

〇こども性暴力防止法関連システム（こまもろうシステム）において事業者・従事者が行う必要のある手
続等について、実際のシステムの画面を掲載しつつ、手続等の流れ、具体的な操作方法を詳細に解説
するマニュアルを作成。
〇 施行に向け、システムの仕様や詳細の手続フローについて引き続き検討し、施行時に改めて更新版を
公表予定。今後も、システムの機能追加等にあわせ、随時更新を予定。

⇒義務事業者、認定事業者等で対応する必要のある手続が異なるため、
対象者が必要な情報のみを参照できるよう、マニュアルは２つに分けて作成

アカウント登録、戸籍登録など、主に犯罪事実確認のため、従事者が対応する必要の
ある手続について詳細に示すもの。

アカウント登録、犯罪事実確認、情報管理措置など、事業者が対応する必要のある手
続について詳細に示すもの。

資料７

※ 従事者マニュアルについては、最低限必要な情報のみを整理したものを別途作成予定。（秋ごろを目指して公表）

事業者向けマニュアル

従事者向けマニュアル

義務事業者向けマニュアル

認定事業者向けマニュアル



マニュアルの記載のポイントについて
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〇 システム上の手続の流れについて画面だけでなくイラストや図も活用しわかりやすく解説。
〇 システム外で対応が必要となる準備・書類等についても、必要に応じて記載。



〇 次ページ以降では、義務事業者を例示としてあげつつ、こまもろうシステムで行う手続の全体像を示
したうえで、事業者アカウント登録から犯罪事実確認までの手続を整理。

〇 特に、以下の手続については、多くの義務事業者や従事者が関係することから、具体的な手続の流
れや順番等を画面イメージとともにより簡易に理解できるように、義務事業者向けマニュアルや従事者向
けマニュアルから必要な情報を抜粋をして、その概略を示している。
※ なお、詳細は義務事業者向けマニュアルや従事者向けマニュアルを確認する必要があることに留意。

【義務事業者】
・ 事業者アカウント登録
・ 事業者情報の登録・対象従事者の登録

【従事者】
・ 従事者アカウント登録・必要書類の準備①・②
・ 戸籍情報の登録①・②

 【義務事業者】
・ 犯罪事実確認書の交付申請手続①・②

【従事者】
・ 万が一犯歴があるとの結果が出た場合の対応

【義務事業者】
・ 犯罪事実確認書の受領・確認

(参考)主要な手続の概要
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GビズIDの取得

事業者情報の登録

対象従事者の登録準備

事業者アカウント登録

こまもろうマークの取得・使用

情報管理措置

犯罪事実確認の実施

監督等

こまもろうシステムにおいて行う手続の全体像（義務事業者の場合）
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施
行
前

施行後

・ こまもろうシステムのアカウントを登録するためにGビズIDを取得

・ こまもろうシステムのアカウントを登録
・ こまもろうシステムにログイン

・ 犯罪事実確認の対象となる従事者の特定、従事者情報のリストアップ

・ 従事者情報の登録
・ 犯罪事実確認書の交付申請・取下げ等
・ 犯罪事実確認完了の届出
・ 犯罪事実確認記録等の消去

・ 情報管理規程の提出（初回の犯罪事実確認の交付申請を行うまでに提出が必要。）
・ 漏えい等の重大事態が生じた場合のこども家庭庁への報告

・ こまもろうマークの取得手順
・ 使用上の留意点 等

・ 帳簿（犯罪事実確認対象者の従事者情報）の管理
・ 事業者情報の変更
・ 定期報告の実施

〇こまもろうシステムにおいて、犯罪事実確認、情報管理措置、定期報告等の手続を統一的に実施。
〇義務事業者における主な手続の全体像は以下のとおり。

※定期報告の機能等、施行時点では必須とならない一部の機能については施行後に順次リリース予定。

・ 所轄庁が事業者の情報をとりまとめ、こども家庭庁へ登録



犯罪事実確認の交付申請までの具体的な手続
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事業者

従事者アカウント登録 犯罪事実確認書の交付申請手続事業者アカウント登録

システムへの事業者
アカウント登録※１

• 事業者の認証に必要なG
ビズIDを取得

• 取得したGビズIDを基にシ
ステムで認証し、アカウント
登録

• 担当者が行う事務に応じ
て権限設定

１ 従事者にアカウント登録
を依頼

２

• 対象従事者の氏名・メー
ルアドレス(の一覧)をシス
テムに取込み

• 従事者に自動でアカウント
登録メールの送付

従事者情報等の登録※２
３

• アカウント登録された従事
者（一覧）が表示

• 犯罪事実確認に必要な
情報※３を従事者ごとに登
録

• CSVでのシステム一括登
録も可能

従事者に戸籍情報等の
登録を依頼

４

• 従事者に戸籍情報等の登
録を依頼

犯罪事実確認書の交付
申請

５

• 犯罪事実確認書の交付
申請

犯罪事実確認書の受領
６

• 犯罪事実確認書を受領

従事者

従事者アカウント登録

システムへの従事者
アカウントの登録

１

• メール記載のURLを開き、アカウ
ント登録

• 基本情報(氏名、住所等)を入
力

• マイナンバーカード等で本人認
証

戸籍情報等の登録
２

・・・・・・・・・

・・・・・・・・・

戸籍情報等の登録

※１ GビズID取得後、学校設置者等のアカウント登録は、法施行前に所轄庁を通じて必要情報を取りまとめ、一括登録予定。また、認定事業者等のアカウント登録は、認定申請の前に実施する。
※２ いとま特例の「やむを得ない事情」（急な欠員によりすぐに採用・従事させる必要がある場合など）に該当する場合は、その旨もあわせて登録する。
※３ 従事する事業所、業務、従事予定日等を入力する。また、雇用契約書等をアップロードする。
※４ マイナンバーカードを用いた取得ができない戸籍・除籍がある場合には、紙媒体の戸籍・除籍の謄本や戸籍（除籍）電子証明書提供用識別符号を自治体窓口にて取得し、本人確認情報とと
     もにシステムから入力する。

申請従事者が、日本国籍を有し、特定性犯罪歴がない場合

• マイナンバーカードをスマホアプリ
（マイナアプリ）で読み取って、戸
籍・除籍情報の提出

• 自治体の電算化対応状況等によ
り電子提出ができない戸籍・除籍
等については、自治体窓口で戸籍
等を直接取得・入力※4



【義務事業者】事業者アカウント登録
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【GビズIDの取得～事業者アカウントの初回登録】
○まとめ登録したGビズIDでシステムにアクセス。
○本人認証の方法（マイナアプリまたはパスキー）を選択し、
自動で起動する認証画面に沿って、システムにログイン。

○事業者アカウントの初回登録が完了 ＜事業者アカウント登録画面＞

【事業者アカウントの追加】
○従事者の情報をシステムに登録したり、交付申請を行ったり
する事業者の担当者のアカウントを必要に応じて追加。

○アカウントの追加の際には、担当者の氏名やメールアドレス、
システム内の権限等を設定。

＜システムログイン画面＞

【事業者アカウントの初回・通常ログイン】
○アカウントを割り振られた担当者が、システムにログイン。

※ 主要な手続きを整理したもの。詳細は義務事業者向けマニュアルを確認して下さい

事業者アカウントを
追加発行された担当者

マイナアプリ



【義務事業者】事業者情報の登録・対象従事者の登録
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【事業者情報の登録】
○まとめ登録で登録した情報以外の事業者情報（代表者
等）を登録。

【従事者アカウント作成のメールが従事者に自動配信】
○事業者が従事者情報をシステムに取り込んだ後、システムか
ら従事者向けにアカウント作成用のメールを自動配信。（次
ページのとおり従事者がアカウントを作成。）＜事業者情報変更画面＞

【対象従事者の登録】
○対象従事者の情報をシステムに取りこみ、従事者にアカウン
ト作成を依頼。
※複数従事者分の氏名やメールアドレス等を入力したcsvを
作成・アップロードし、一度に取り込むことが可能。

＜従事者の一括登録画面＞

【対象従事者情報の確認・登録・更新】
○従事者がアカウントを作成後、システムで従事者が登録した
情報を確認。犯罪事実確認の交付申請に当たって登録が
必要な職務情報等の追加・更新を実施。

※従事者一人一人登録を行うことも、複数従事者分の従事情報等を入
力したcsvを作成・アップロードし、一度に登録することも可能。

＜従事者情報登録画面＞
（個別） （一括）

※ 主要な手続きを整理したもの。詳細は義務事業者向けマニュアルを確認して下さい



【従事者】従事者アカウント登録・必要書類の準備①
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１．事業者が対象となる従事者の情報をシステムに登録すると、従事者本人へ以下のとおりメールが送付される。

２．従事者は、メールに記載されているURLをクリックし、従事者アカウントを登録を進める。従事者アカウントの登
録については、原則として、「マイナンバーカードで登録」ボタンを押し、自動的に遷移するマイナアプリの画面上でマ
イナンバーカードで認証（利用者証明用暗証番号(数字４桁)入力）して、進める。

※ マイナンバーカード以外でも登録することは可能だが、別の本人確認書類のアップロード・情報の入力の必要があるほか、本人
確認書類の審査に時間を要することに留意。

※ 主要な手続きを整理したもの。詳細は従事者向けマニュアルを確認して下さい

※前頁のとおり事業者が従事者をシステムに登録するに当たりメールアドレスが必要であるため、事業者
からの依頼に応じてメールアドレス（業務用・私用のいずれでも可）を事前に提出しておくことが必要。
※以下の２～４のマイナンバーカードの読み取りをスマートフォンで行うことが想定されるため、スマート
フォンでも確認できるメールアドレスを登録すると、ログイン等の作業をそのまま行うことができる。



【従事者】従事者アカウント登録・必要書類の準備②
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３．事業者が登録した情報やマイナンバーカードから取得したデータから自動で入力されているので、氏名・メールア
ドレスなどの必要な項目を入力・更新。従事者アカウントの登録が完了する。

４．登録したメールアドレス宛に以下の「[こまもろうシステム] 仮パスワードと認証情報再登録のご案内」という件名
のメールが配信されるので、記載のURLからログインページに移動。認証方式として「マイナアプリ」を選択してログイ
ン。利用規約などに同意し、初回システムログインが完了。

ご登録されたログイン情報が変更されたため、仮パスワードを発行しました。

以下の仮パスワードをご利用いただき、システムにログインの上、認証情報の再登録をお願いいたします。

＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝

【ログインID】

XXX

【仮パスワード】

XXX 

＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝

【従事者ポータルログインURL】

XXX

５．犯罪事実確認に当たって必要な戸籍情報は原則としてマイナンバーカードを活用し、マイナアプリで情報を取
得する。このため、あらかじめマイナンバーカード・マイナアプリの準備、暗証番号（利用者証明用暗証番号（数
字4桁）、署名用パスワード（英数字6～16文字））の確認をしておく。（ただし、一部の戸籍についてマイナン
バーカードで取得できない場合等には、自治体の窓口で「戸籍（除籍）電子証明書提供用識別符号」と「戸
籍（除籍）謄本等」の両方を取得することとなる。）

※ 主要な手続きを整理したもの。詳細は従事者向けマニュアルを確認して下さい
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１．従事者情報が最新のものになっているか確認し、必要に応じて修正・更新を行う。

２．前ページの５．で準備していた戸籍等の情報について、システム上で登録。

＜マイナンバーカードでの戸籍情報の取得の画面＞※マイナアプリに遷移

【従事者】戸籍情報の登録①
※ 主要な手続きを整理したもの。詳細は従事者向けマニュアルを確認して下さい

家庭太郎

家庭龍一

まずこちらのボタンを押下してマイナンバーカードをスマホアプリ
（マイナアプリ）で読み取ってください。

10



11

＜戸籍情報の取得結果画面＞

３．交付申請後、犯罪事実確認に関する通知がない場合は手続完了となる。
こども家庭庁から法務省への照会の結果、犯歴があるとの結果が出た場合は、事業者に犯罪事実確認

書を交付する前に、従事者に対して内容の確認の通知がある。この場合従事者は、必要に応じて訂正請求
や中止要請等の対応が必要となる（14ページ参照。）。また、事業者における申請状況は従事者もシステ
ム上で確認が可能。

【従事者】戸籍情報の登録②
※ 主要な手続きを整理したもの。詳細は従事者向けマニュアルを確認して下さい



【義務事業者】犯罪事実確認書の交付申請手続①
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１．犯罪事実確認書の交付申請の対象となる従事者をシステム
上で検索し、交付申請対象者として選択。

＜交付申請対象者の検索画面＞

＜交付申請対象者の選択・追加画面＞

２．申請する際に事業者情報が最新になっているかを確認・必要に応
じて修正

交付申請が差し戻された場合

1，交付申請対

象の検索・

確認・修正

2．事業者

情報の

確認・修正

4．交付申請
５．交付申請の

完了

3.添付書類の提

出
６．不備通知の

受信

７．不備内容の

修正

※ 主要な手続きを整理したもの。詳細は義務事業者向けマニュアルを確認して下さい



５．交付申請完了

６．仮に申請内容に不備があった場合は、メールおよびシステム上で通
知がなされる。

７．システムにログインし、必要な修正を行う。

３．申請対象の従事者に応じて必要な添付書類を提出（新規採用で
あれば内定通知書の写し、現職者であれば雇用契約書の写し等）

４．システム上で申請ボタンを押し、申請

＜添付書類のアップロード画面＞

＜申請画面＞

＜交付申請完了画面＞

＜通知イメージ＞

【義務事業者】犯罪事実確認書の交付申請手続②

交付申請が差し戻された場合

1，交付申請対

象の検索・

確認・修正

2．事業者

情報の

確認・修正

4．交付申請
５．交付申請の

完了

3.添付書類の提

出
６．不備通知の

受信

７．不備内容の

修正

※ 主要な手続きを整理したもの。詳細は義務事業者向けマニュアルを確認して下さい
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【従事者】万が一犯歴があるとの結果が出た場合の対応
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【記載内容の事前通知連絡】
○犯歴があるとの結果が出た場合は、従事者にメールおよびシ
ステム上で事前に内容が正しいか確認するよう通知。

【犯罪事実確認書記載事項通知確認】
○犯歴有の結果が事実であることを認める場合、確認ボタンを押す。

＜通知イメージ＞

【システム上で事前通知の確認】
○システム上で実際に事業者に交付される予定の犯歴有と記
載された犯罪事実確認書の内容を確認。

＜事前通知の確認画面＞

＜確認画面＞

【訂正請求】
○犯歴有の結果が事実でないと思われるときは、通知から２週間以
内に訂正請求を行う。

＜訂正請求画面＞

【中止要請】
○自ら離職や内定辞退を行い、事業者に対する犯罪事実確認書
の交付の中止を要請。
※同時に従事者から事業者に、離職や内定辞退を行う旨、犯罪
事実確認書の交付申請を取下げてほしい旨を連絡。

＜中止要請画面＞

※ 主要な手続きを整理したもの。詳細は従事者向けマニュアルを確認して下さい
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【義務事業者】犯罪事実確認書の受領・確認

１．交付申請の審査等が終了した後、事業者に対して犯罪事実
確認書が交付され、通知を受信する。

＜通知イメージ＞

２．「交付済み犯罪事実確認書」の画面に遷移する。
３．犯罪事実確認書を確認したい対象者を検索する。

４．犯罪事実確認書の閲覧権限がある担当者が、マイナンバー
カード等で本人認証を行う。

５．犯罪事実確認書を確認する。

＜交付された犯罪事実確認書の検索画面＞

＜犯歴無＞

＜犯歴有＞

※ 主要な手続きを整理したもの。詳細は義務事業者向けマニュアルを確認して下さい
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